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【抄録】 陸前高田地域再生支援研究プロジェクトは、東日本大震災において岩手県で最も甚大な
被害にあった陸前高田市において、被災住民自身が地域の再生、生活再建に向けてその課題を話し
合い、主体的な取り組みを行うことを支援しつつ、仮設住宅および被災地域におけるコミュニティ
の形成のあり方を共に模索しながら、今後の復興における地域再生のモデルづくりに寄与すること
を目的として、今日まで活動を続けている。  
 本稿は、陸前高田市における被害状況と健康・生活調査等から見えてきた課題について述べると
ともに、本プロジェクトによる被災住民に対するアンケート調査やワークショップの実施、特に、
市内に建設された53の仮設住宅団地の自治会長等へのインタビュー調査、仮設住宅団地の役員情報
交換会の開催などのフィールドワークを通し、復興計画策定のプロセスを踏まえ、これからの東日
本大震災の被災地の地域再生に向けて、その可能性と課題を探求している。 
【キーワード】 東日本大震災、地域再生支援、被災住民、エンパワメント、災害復興計画  
 
Ⅰ はじめに 
 
 2011年 3 月11日に発生した東日本大震災から8ヶ月が経過した11月21日、震災復旧・復興予算11
兆7,000億円を含む2011年度第三次補正予算案が可決した。政府による震災や原発への対応が迷走
した末、ようやく被災地の本格復興への一歩が刻まれることになった。これまでの政府の対応の遅
さに、被災地の住民の怒りはいかばかりかということは想像に難くない。政府による震災対応の著
しい遅れが、被災自治体の復興計画策定のプロセスに多くの課題を発生させている。本稿では、報
告者らが関わった被災地でのフィールドワークをとおして、これらの課題を明らかにしたうえで、
被災住民ら自身による地域再生の可能性と課題を示すことを試みたい。 
 本稿の報告者の一人である宮城は、1995年 1 月に発生した阪神・淡路大震災時に神戸に在住して
おり、東京に赴任が決まっていたので、それまでの約 2 ヶ月半の間、当時神戸市で最も高齢化率が
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高かった兵庫区において、地元の福祉事務所や社会福祉協議会と連携して、全国から駆けつけた社
会福祉関係者、NGO・NPO、ボランティアと協働して、災害対策ボランティア・センターの立ち
あげと運営を支援してきた。そして、その時の経験を活かそうと、東日本大震災発生当初から被災
地支援のあり方を模索してきた。その結果、縁あって岩手県でも被害が甚大である陸前高田市を
フィールドとし、今日まで支援活動や調査を行ってきている。 
 本報告におけるフィールドでの実践の契機となったのは、陸前高田市において2011年 5 月 5 日、
市民有志による地域再生・復興に取り組むNPO法人「陸前高田創生ふるさと会議」が結成される
集まりが開かれ、そこに参加した大学関係者や都市計画・建築関係の実践家が共同して、陸前高田
市の地域再生・復興に向けての支援活動を行うこととなったことによる。その後、「東京 4（法
政・明治・東京・中央）大学陸前高田地域再生支援研究プロジェクト」として、都市計画・建築や
地域福祉、社会学、臨床心理、公共政策学などの領域の研究者や実践家等の有志による共同研究
チームが編成された。  
 また、本プロジェクトは、法政大学サステイナビリティ研究教育機構の震災・原発タスクフォー
スの一環として位置づけられており、宮城が研究代表者となっている。 
 このプロジェクトでは、陸前高田市において、被災住民自身が地域の再生、生活再建に向けてそ
の課題を話し合い、主体的な取り組みを行うことを支援しつつ、仮設住宅および被災地域における
コミュニティの形成のあり方を共に模索しながら、今後の復興における地域再生のモデルづくりに
寄与することを目的として、今日まで活動を続けてきた。 
 
Ⅱ 陸前高田市における被災状況 
 
 まず初めに、東日本大震災により被害を受けた岩手県陸前高田市について概観してみる。陸前高
田市は、太平洋に面した三陸海岸の南寄りに位置しており、南は宮城県気仙沼市、北は大船渡市と
境をなしており、西の唐桑半島と東の広田半島にはさまれた広田湾の北奥に、気仙川の扇状地とし
て形成した平野部が広がっていた。気仙川が運んだ土砂で形成された砂浜には、被災前には 7 万
本の松があったとされる高田松原が東西に景勝地を築いていた。その高田松原をはじめ、3 月11日
の震災で発生した大津波は、陸前高田市の平野部に壊滅的な被害をもたらしている。 
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震災後の陸前高田市内の様子（2011年 5 月） 
 
 以下に、陸前高田市の被災状況について、市および県の発表をもとにまとめる。市内の総世帯数
8,068世帯（平成23年 1 月31日現在）の内、被災世帯数は、全壊3,803世帯、大規模半壊118世帯、半
壊116世帯、一部損壊428世帯の計4,465世帯（平成23年 6 月21日現在）であり、55.3％となっている。
人的被害状況については、被災前の24,246人（平成23年 3 月11日現在の住民基本台帳人口）に対し、
平成23年11月21日現在では死亡者数1,656人（市民で身元が判明し死亡届けの出された震災分の人
数）、225人（病死、事故死）、行方不明者数72人（安否確認要請のあった人数）、確認調査中が76人
となっている。 
 公共施設等の被害状況は、市役所本庁舎が津波に襲われ全壊となっており、市の職員68名が犠牲
となった。その他公民館 3 ヶ所、図書館、博物館、市民会館、県立病院 1 ヶ所、診療所 1 ヶ所、保
育所 2 ヶ所、小学校1ヶ所、中学校 3 ヶ所が全壊となっている。公営住宅は、158戸が全壊となって
いる。 
 避難所は、当初市内の63の地域で最大84ヶ所あり、避難人員は、当初8,915人、最大10,143人で
あったが、避難所は 8 月14日に解散している。応急仮設住宅は2,197戸が建設され、入居可能（平
成23年 8 月14日現在）となっている。また、53地区に建設された仮設住宅のうち二つの地区では、
グループホーム型の仮設住宅が建てられた。 
 市の産業への被害も甚大で、水産関係では水産施設や養殖施設、船、漁港および海岸施設等の被
害総額は約330億円にも及び、農業・畜産業・林業を合わせての被害総額は175億円超となった。 
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Ⅲ 被災住民の状況と課題 
 
 災害後の被災住民の生活再建への支援、また、地域再生への支援を考える時に、被災した地域の
歴史、そこに住む人たちが営んできた生活の背景、地域の特性などを置き去りにすることはできな
い。本報告のプロジェクトでも、プロジェクトのメンバーが陸前高田を何度も訪れる中で、被災住
民をはじめ地元の人々や、外から被災地を支えることに関わる人たちとのコミュニケーションなど
の触れ合いを通して、「被災した住民が主体的に関わることのできる地域再生への支援」となるよ
う心がけてはきた。そこで、陸前高田という地域の背景と被災住民の様子をみていきながら、災害
から地域再生を考える際の課題を整理していく。 
 
１．「陸前高田」という背景 
 
 前章にて陸前高田市の概況と被災状況を述べたが、その場所で生活を営む人々で形成された地域
を一言で言い表すことは、陸前高田でなくとも、どの地域でも不可能であろう。地域固有の文化特
性など、県民性ならぬ市民性があるのかどうか、それは長年住んだ人々にしか分からないし、まし
て外部の者に過ぎない我々が簡単に語ることのできるものではない。そこで、本稿の報告者である
大島が平成23年 8 月にフィールドワークで訪れた際の印象をもとに、僭越ながら「陸前高田」の様
子を記したい。 
 周知のとおり、その美しさを誇った高田松原という景勝地には「奇跡の一本松」しか残らなかっ
た。その松の木も、腐食が進んで自然に枯れるのを待つだけだという。8 月に訪れた際に、現地を
ご案内くださったのは、市庁舎があった中心部から 5 キロほど内陸部に行った横田町に在住するか
たであった。そのかたは、震災のあった時から翌朝まで、消防団関係の無線連絡を担当していて、
明るくなってから市街地に入り、その被害の大きさに愕然としたという。緊急避難所となった高田
市立第一中学校には、最大時で1,000人ほどの住民が避難していた。自衛隊や多くの救援隊、ボラ
ンティアらが次々と駆け付ける中で、大混乱を極めながらも、避難所の人たちは、居住地域の近隣
の人同士のみでなく、避難所でも隣同士になった人たちへの配慮をしつつ、助け合って過ごしてい
た様子であったそうである。 
 東北地方の七夕行事は 8 月に執り行われるが、陸前高田市内でも、例年地区ごとに「うごく七夕」
「けんか七夕」などの祭りが催される。人口25,000人ほどの市ではあるが、地区が違えば、祭りの
山車も様式も異なっている。当初は、震災後に迎える 8 月の七夕祭りの開催が危ぶまれていた。し
かし、住民の「地域再生への、復興への足掛かりとしたい」という強い思いから、津波被害からか
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ろうじて残った数少ない山車や七夕飾りを修復して、祭りの開催にこぎ着くことができた地区も
あった。 
 本稿の次章以降で、「東京 4 大学陸前高田地域再生支援研究プロジェクト」の経過と内容の詳細
を述べるが、陸前高田市内の仮設住宅団地で自治会長などへインタビューを行った際、今まで営ん
できた生活やこれからの生活への思いやこだわりのようなものを語ってくださった人もいた。漁業
従事者であったある男性は「海さえ見える場所に住めるなら、東京だっていいんだ。」とおっ
しゃった。また、ある自治会長は、「都会の人らには分からないかもしれないけど、隣近所の人た
ちとここに住みたいのさ。どんな小さな家でもいいから、もう一回建てたい。8 畳のたたみ敷きの
部屋が二間続いてないとな。」と語った。また、津波被害によって地区の全住民が同じ仮設住宅団
地に入居してきたある場所では、被災前に港の近くで漁業を営んでいた区長が、「小さい子どもや
高齢者のいるお宅など、どんな人がいるのか、だいたいのことは把握している。」と話してくだ
さった。また、別の団地では、「震災前の居住地から遠く離れたところの仮設住宅に入ったので、
この辺りのことはよく分かりません。」という住民もいらした。 
 これらのインタビューを通して、大災害で被災した住民を支えるということをどう考えたらいい
のか、被災した地域を再生するという時に、地域の外からやってきた我々が忘れがちな視点もある
のではないだろうかなどと、「復興計画」という大上段の枠組みの中で、見えにくくなる可能性の
ある何かを見定めていくことの難しさも感じることとなった。 
 
２．陸前高田市の健康・生活調査から見えてきた住民の姿 
 
 震災後の陸前高田の視覚的な様子は、メディアなどによって多くの人の目に触れている。市役所
など行政機関が被害を受けてしまった同市では、震災後の住民の姿を実証的に把握するために、比
較的早期の段階で、保健師による住民への聞き取り調査を実施している。平成23年7月に出された
『東日本大震災にかかる陸前高田市「健康・生活調査」結果報告書』は、陸前高田市および隣接市
の大船渡保健所、岩手県内陸部で陸前高田市への後方支援を担った一関市の一関保健所と公衆衛生
関係の研究者・専門職が中心となって、4 月 6 日から 5 月22日までに全市市民を対象として行った
悉皆調査の結果を公開したものである。この調査によって、陸前高田市内の住民の基礎データを得
ることだけではなく、市外各地域に避難した住民の安否確認を可能にし、特に緊急対応を要する人
を、保健医療福祉サービスに迅速につなげることができた。 
 この調査によると、5 月22日時点で市人口の81.1％の生存が確認されたが、住民の健康状態につ
いては震災後に生活している場所によって差が認められ、避難所で生活している住民の中に、健康
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状態不良者率が高かった。要介護者数は742名で、要介護度の高い高齢者の多くが自宅で介護を受
けていることが認められたが、避難所でも要介護度 4、5 の人が生活を余儀なくされていることが
明らかになっている。また、調査チームでは、聞き取りをする中で要フォロー者かどうかの評価も
したが、要フォロー者の中には、医療機関への受診勧奨、介護サービスを必要とする人に次いで、
心のケアを必要とする住民が多かったことを指摘している。心のケアを必要とする住民は地区に
よって差が認められ、被災による死亡者数が高かった地区で多いことが示された。 
 生活への意識に関する項目も聞き取っているが、本調査の実施時点では、全市民の約 8 割が今後
も市内に住みたいと考えており、市外に住みたいと答えたのは約4.5％であった。また、市内全て
の地区において、「今後も住みたい」と答えた人の割合が一番高かった。震災による地区の被害の
大小により多少のばらつきはあったが、最も低い地区でも約 7 割が、市内に住みたいと考えていた。
しかし、各地区で20％前後の人が「今後の居住予定は未定」としており、生活再建への見通しを立
てることの困難さも示された。この調査の実施時点では仮設住宅への入居は開始されていなかった
が、市内の避難所で生活する住民のうち、今後も市内で生活したいという人は55.8％、「未定であ
る」と答えた人は40.2％にものぼった。 
 この調査報告書の結論部分では、住民の健康状態の課題への対応として、住民へのアプローチ方
法を検討していかなければならないと提言しているが、そこには、東北人特有ともいえる“我慢強
さ”ゆえに医療機関への受診や心のケアを受けることへの躊躇や遠慮が生じがちではないかという
考察をしている。また、住民の健康・生活の状況は日々変化していくことが考えられるため、今後
も同様の調査を継続していくことの必要性も指摘している。住民への長期的なフォローのためには、
保健医療のみならず、生活面での支援やコミュニティづくりといった領域での状況把握と支援の継
続も求められよう。 
 
３．地域福祉の復興に向けた国の施策方針と住民の主体性との関係 
 
 厚生労働省が平成23年 9 月 9 日に出した『復興に向けたロードマップについて』は、先の第三次
補正予算を受けて12月26日に再提示されたが、地域福祉の復興に関する項には、「（前略）『絆』の
構築・再生に向けて、被災地において、生活相談や居場所づくり等の支援、見守り等の支援体制の
構築などについて『絆』再生事業の拡充で対応し、（中略）外部委託等により『生活再建サポー
ター（仮称）』を設置する」と記されている。9 月時点でのロードマップでは、「（前略）『絆』の構
築・再生に向けて、被災地において、パーソナルサポート的な支援の導入、見守り等の支援体制の
構築などについて、（後略、以下同文）」と記されていた。“パーソナルサポート的な支援”という
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言葉が、“生活支援や居場所づくり等の支援”という、個々人を取り巻く環境も含めた包括的な支
援を示す言葉に変わってきている。 
 本稿の報告者である大島は、2004年10月23日に発生した新潟県中越地震災害後に、生活支援に関
わった専門職へのヒアリング調査を実施した。支援者の実践事例の中から、仮設住宅でのコミュニ
ティづくりや被災住民への個別対応など、支援全般に必要だと考えられる概念を抽出していったが、
「被災住民との信頼関係の構築」「ひとり一人の声に寄り添う支援」等、ある意味、個別支援の基本
的なあり方を示す概念のほかに、「地域の事情に支援を合わせる」「相談はなんでも聞くが、答えは
一緒に出す」「支援者がひとりで抱えず、周囲の資源につなげる」などがあがってきた。災害が起
きてからの時間的経過により、また様々なファクターとの相互作用により、被災住民や地域の様相
は変容していく。緊急・救援の段階では、支援者には個別性を重視するというパーソナルな視点が
求められよう。しかし、その後の段階では、被災住民が地域再生の主体となるよう、また、住民同
士の自治的な動きを促すような環境を整備するというよう、いわば裏方のような役割に支援者が徹
しなければならないようになってくるのではないだろうか。 
 先のロードマップの生活再建サポーターの配置に関しては、つまり、被災地域（コミュニティ）
を基盤としたソーシャルワーク実践を展開する人材について提案されているとも解される。しかし、
もしも、被災地域の特性などの背景を充分に理解することなく、また、被災住民の力を引き出すよ
うな支援の姿勢を持たずに介入するのみであったら、主（あるじ）なき再建・復興になってしまう
危険性もある。そこで、次章からは、本報告のプロジェクトで関わった被災地域と住民の様子とプ
ロジェクト内容の詳細、そして、そこから見えてきた支援のあり方について述べていく。 
 
Ⅳ 陸前高田地域再生支援研究プロジェクトによるフィールドワークのプロセスと内容 
  
 震災などの緊急時においては、研究機関などによる調査研究のタイミングとフィールドとのコン
タクトの取り方については、微妙な問題が生じる。震災発生直後の現地においては、当然医療や物
資などの救援活動や行方不明者の捜索などの緊急的な支援が優先される。調査研究の主体の問題関
心による調査が、被災者の心理的なダメージを誘発したり、十分に調整されないまま多くの調査が
実施される調査公害をもたらす場合も多い。 
 筆者（宮城）においても、当初から現地での調査研究の意図があったわけではなく、自身の阪
神・淡路大震災における支援活動の経験を活かすことができないか漠然と考えていただけであった。
ともあれ 5 月の連休中に、3 人の同僚と大槌町の瓦礫処理のボランティアを行っており、その際、
被災地の惨状を目のあたりにしたが、当時は、具体的な調査研究のイメージがわく余裕もなかった。 
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 筆者らが、陸前高田に関わる契機になったのは、現地の関係者らが中心となって発足したNPO
「陸前高田創生ふるさと会議」が 5 月 5 日に発足式を行い、その場に参加した本プロジェクトのメ
ンバーでもある本学法学部の廣瀬克哉教授が、震災前に陸前高田市市議会の議会基本条例の制定に
助言者として関与していたこともあり、当時すでに陸前高田に関わっていた明治大学、中央大学、
東京大学などの都市計画・建築領域の研究者・実務家とともに、共同で支援活動や調査等を行うこ
とを要請されたことにある。その要請を受け、上記の 4 大学の関係者で協議を行い、陸前高田地域
再生支援プロジェクトとして共同の調査研究チームを編成するとともに、以降今日まで月 1 回程度
の研究会を行い、活動を継続してきている。 
 下記の表 1 は、本プロジェクトによる被災住民等に対するアンケートやインタビュー調査、
ワークショップ、会議の実施などのフィールドワークを時系列に添って概要を整理したものである。 
 
表１ 陸前高田地域再生支援研究プロジェクトのフィールドワークの概要 
月   日 調査等フィールドワークの内容 
 4 月29日～ 5 月 3 日
 5 月 5 日 
 
 5 月25日 
 6 月 5 日～ 6 日 
 
 6 月24日～26日 
 7 月10日 
 
 8 月 4 日～ 8 日 
 
 8 月16日～20日 
 
 9 月 9 日～13日 
10月14日～16日 
11月 2 日～ 5 日 
 
12月 2 日～ 4 日 
 
・宮城、大島ら大槌町にてボランティア、遠野市、陸前高田市等を視察。 
・陸前高田市において、現地関係者らによるNPO「陸前高田創生ふるさと会議」 
 の発足式。現地にて大学の共同による調査の要請 
・法政・明治・東京・中央大学陸前高田地域再生支援研究プロジェクトの第 1 回会議 
・市内の高田一中の避難所・仮設住宅、長部小の避難所・仮設住宅において、「今後
のまちづくりと暮らしに関する意向調査」の実施 
・上記調査結果の速報版を届ける。関係機関等との連絡・調整等 
・NPO「陸前高田創生ふるさと会議」との共同によるワークショップの開催（35名
参加） 
・市内の応急仮設住宅団地の自治会長等へのインタビュー調査の実施（第 1 クー
ル） 
・市内の応急仮設住宅団地の自治会長等へのインタビュー調査の実施（第 2 クー
ル）、青空サロン、防災集団移転事業についての学習会、ワークショップの開催 
・上記、調査結果の速報版を直接届ける（第 3 クール） 
・市内５ヶ所にて応急仮設住宅団地自治会役員情報交換会の実施 
・要谷、福伏、双六集落、広田町地区の防災集団移転事業についての相談支援、
NPO「陸前たがだ八起プロジェクト」との協議 
・要谷、福伏、双六集落、広田町地区の防災集団移転事業についての相談支援、
NPO「陸前たがだ八起プロジェクト」との協議、民生委員協議会会長へのインタ
ビュー調査の実施 
 
 その後、現地の関係者の協力を得て、先ず、本プロジェクトによるプレ調査として、6 月 5 日～ 
6 日に陸前高田市内の高田 1 中、長部小の避難所、仮設住宅の被災者世帯（167世帯）に、今後の
まちと暮らしに関する意向調査を実施した。調査内容としては、今後の陸前高田の復興にあたって
のまちづくりのイメージと、今後の暮らしに対して不安に思っている内容などとした。結果として
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は、津波が襲来しない高台への移転希望を多くの人が希望していることが示されるとともに、今後
の暮らしにおいては住宅の再建について最も多くの人が不安を抱えており、その他、子どもの教育
や家族の介護について不安を持っていることも比較的高い比率が示された。 
 続いて、6 月24日～26日に上記の調査結果の速報版を現地の避難所や仮設住宅団地に届けて配布
している。さらに、7 月10日には、NPO法人「陸前高田創生ふるさと会議」と共同して、「明日の
陸前高田を考えるワークショップ」を開催した。本ワークショップには、現地の被災者や関係者、
支援者など35名が参加している。上記の調査結果の報告をするとともに、参加者は、「住まいと子
ども」と「まちの骨格と産業」の二つの分科会に分かれ、被災住民の暮らしの再建のあり方や陸前
高田のまちや産業の再建について、かなり多方面にわたり活発な論議がなされている。本ワーク
ショップを開催した意義として、被災住民自身が、暮らしの再建やまちの復興のあり方について、
自ら考え論議する機会となったことであり、また支援側の関係者も、陸前高田の各地域の特性など
の様々な背景、被災者の意見や思いを聴取することで、今後の支援や調査活動のあり方を探る貴重
な機会になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「明日の陸前高田を考えるワークショップ」の模様  (2011年7月) 
 
 また、8 月 4 日から 8 日、16日から20日の 2 期に分けて、各大学の学生を含め述べ66名が参加し、
陸前高田市内の53の仮設住宅団地を訪問し、自治会長などの協力を得て、仮設住宅の立地条件や生
活環境、自治会や居住者の状況、団地運営で工夫している点、問題点などについてインタビュー調
査を実施した。 
 陸前高田市内の仮設住宅団地は、53（ 2 つの仮設住宅団地は、障害者用の仮設グループホーム）
あるが、着工開始が 3 月31日から 6 月21日にわたり、入居開始も 5 月から 8 月と相当の開きがある。
また、その規模も、7 戸から148戸と相当の違いがある。被災を免れた小学校や中学校の校庭には
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全て建設され、公有地不足から多くの民有地にも建設されており、市内の各地に分散していること
が特徴としてあげられる。 
 今回の自治会長などへのインタビュー調査によると、団地の規模や、入居した被災住民の元の居
住地区、また入居時期などによって、自治会による団地運営や居住者相互のコミュニケーションや
支えあいの状況に相当の違いがあることがわかった。これらのタイプは、以下大きく3つのタイプ
に分かれると考えられた。 
 第一のタイプは、自治会長達のリーダーシップが十分に発揮され、団地内のコミュニティ形成が
進んでいて、地域再生のエネルギーが醸成されつつある団地であり、規模が比較的小さい団地や集
落単位で入居している団地に見られ、仮設住宅居住者の団結力が高く、外部のボランティア団体や
NPO等の支援を受けながら、団地の環境の改善や行政との交渉を積極的に進めている。 
 第二のタイプは、規模が比較的大きい、または厳しい立地条件にありながらも、自治会長達が
リーダーシップを発揮し、外部資源を有効に活用しながら、団地の運営を工夫してコミュニティ形
成を図ろうとしている団地である。今後、住民相互のコミュニケーションが十分に図れれば、仮設
住宅団地が地域再生のバネとして働く場になる可能性を持っているかと考えられる。 
 第三のタイプは、入居した元の居住地が大きく異なっていたり、自治会長さんが昼間仕事等で
リーダーシップを発揮できない状況にあったり、また住民相互のコミュニケーションが不足してい
るなどの状況にある団地である。このような状況が長く続くと、団地の中で孤立する人が多く出た
り、解決すべき課題が潜在化してしまうことが危惧される。自治会長などの負担を軽減するなど外
部からの適切な支援が求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  仮設住宅自治会長へのインタビュー調査     仮設住宅団地の片隅で青空サロンを開催 
                (2011年8月)                                 （2011年8月） 
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 仮設住宅団地におけるコミュニティ形成を図る試みの例として、オートキャンプ場のモビリアの
仮設住宅団地では、(社)中越防災安全推進機構のチームが縁あって常駐し、地元の運営スタッフと
ともに協議を重ね、団地の運営を図っていた。例えば、団地内のみで使用できる地域通貨を発行し、
子どもが朝の体操に参加したら 1 モビリア、草取りやトイレ掃除で 5 モビリアを与えて、かき氷や
ソフトクリームと交換するなど、住民交流のツールとして活用している。 
 また、竹駒小学校の校庭に建設された団地では、地元だけでなく市内の高田町や気仙町に住んで
いた住民も多く、年齢も30代から70代まで幅広かったことから、支援物資の受け渡しを全員参加で
行うことで顔なじみを増やしたり、朝の7時にカーテンが開いていない場合には、安否確認をする
ように住民に呼びかけ、孤独死の防止やコミュニケーションづくりに努めていた。 
 米崎小学校の校庭に建設された団地では、市内で初期の建設であったため、床下に砂利が敷かれ
ておらず、雨水がたまってボウフラが大量に発生したり、壁と天井のつなぎ目が落ちることが 1 週
間に 6 件もあったりと建築上の不備が多くあり、自治会長は苦労が絶えなかったとインタビューに
答えてくれた。園芸団体の支援を得て、「土・肥料・野菜の苗・プランター」のセットを全世帯に
配布し、居住者が外に出て近所の人と会話するきっかけを作っており、孤独死の防止や住民相互の
コミュニケーションを図っていた。集会は、小学校の空き教室を提供されたが、鍵の管理上思うよ
うに活用できない状況にあり、そうした中、民有地を無償貸与することができ、NGOの支援で 8 
月中旬に集会所が開設され、住民交流の拠点として活発に活用されている。 
 このような仮設住宅におけるコミュニティ形成の先進的な取り組みがある一方、居住人数に比べ
て間取りが少なく狭いことや、敷き台を置かないと洗濯物が干せない仮設住宅があるなど、仮設住
宅の基本的な設備や生活環境上における深刻な問題点なども相当あげられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  模型を活用しての地域再生に向けての      応急仮設住宅団地役員情報交換会の開催 
  ワークショップ(2011年 9 月)                 (2011年10月) 
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 本プロジェクトでは、上記の仮設住宅団地の調査結果の概要を速報版として編集し、仮設住宅の
ハード面やソフト面の課題、また団地運営や地域再生に向けた先進的な取り組みの例などを掲載し、 
9 月10日から13日にかけて各団地の自治会長宅を直接訪問し届けている。 
 その際、自治会長から他の団地の取り組みなどについて、情報交換がしたいとの声があり、10月
14日から16日にかけて、市内の 5 ヶ所の会場において、「応急仮設住宅団地役員情報交換会」を開
催した。この情報交換会には、自治会長など地元の関係者らが30名参加し、始めての冬を迎える今
後の仮設住宅における寒さ対策や火災対策などの生活環境上の課題や取り組みについての情報交換、
市が策定中の復興計画案についての意見などが活発に話し合われている。 
 また、このような活動の一方で、気仙町長部地区の要谷、福伏、双六集落、広田町地区の仮設住
宅団地自治会長などのリーダー達の相談を受け、本プロジェクトの都市計画・建築、地域福祉など
のメンバーが助言し、高台に集団移転を希望する被災住民が協議を重ね、各集落・地区に集団移転
協議会が組織化された。各協議会では、市に防災集団移転促進事業に関する用地交渉や高齢者など
自力で自宅を再建できない被災者が集落を離れないための戸建て復興公営住宅の建設などについて
要望書を提出している。 
 今後、防災集団移転事業を実際に計画化するためには、各世帯の具体的な要望や状況を聴き取り、
具体的な区画の設計など被災住民との信頼関係を築き、十分に調整する都市計画や建築家などの専
門家が求められている。また、独居高齢者など自力で自宅が再建できない被災者の声を十分に聴き
取り、これまでの集落の親密な社会関係を維持できるような地域再生が望まれている。住民に寄り
添って十分に被災者の声をくみ取り、地域の再生につなげていく専門家の存在が欠かせないと考え
られる。 
 これまで本プロジェクトが関わってきた先にあげた集落・地区では、この専門家の派遣について、
市への要望書に、内閣府が2011年度第3次補正予算に盛り込んだ「地域づくり支援事業（専門家派
遣事業）」を利用し、本プロジェクトのメンバーを派遣することを具体的にあげている。 
 この点から、本プロジェクトが当初掲げた「被災住民自身が地域の再生、生活再建に向けてその
課題を話し合い、主体的な取り組みを行うことを支援し、仮設住宅などにおけるコミュニティの形
成を支援するとともに、今後の復興における地域再生のモデルづくりに寄与する」との目的に、道
半ばではあるが、一つの歩みを進めることができたのではないかと考える。 
 
Ⅴ 被災地における地域再生に向けた課題について 
 
 これまでの本プロジェクトの支援活動を振り返りながら、これから相当長期に続くであろう被災
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地の復興や地域の再生、被災者の生活再建などに向けた課題について論じることとしたい。 
 先ず大前提として、政府や県、市町村自治体は、被災地の復興、地域再生において最も尊重すべ
き主体は誰なのかについて、明確に認識すべきであると考える。これは、被災住民であるというこ
とは、誰しも論を待たないであろう。しかし、本当に被災地では、被災住民が復興の主体として明
確に位置づけられて、各地方自治体の復興計画が策定され、今後様々な事業が展開されるかについ
て疑問を持たざるを得ない。 
 例えば、陸前高田市においては、市は11月中に復興計画を策定するとして、その素案についての
地区別の説明会をこの10月中旬から11月にかけて行っている。この説明会において、最も市民から
疑問の声が出されたのが、下記の図に示された、市が提起した防潮堤の高さが12.5mという点と、
旧市街地があった平野部を 5 mかさ上げして、複合市街地を形成するとした内容である。 
 防潮堤の高さについては、「高すぎて海が見えなくなり、避難が遅れる」、「景観が損なわれる」、
「建設のコストが膨大であり、また建設まで時間がかかりすぎる」、「維持コストがかかり、国はそ
こまで負担をせず、地元の負担が重くなる」また、5 mのかさ上げについては、「地盤が安定する
まで、5 年はかかる」、「地盤が脆弱で、地震による液状化が不安で住む者がいないだろう」などが
参加した市民の声である。市は、これはあくまでも素案であり、再度検討して提案するとの回答を
するのが精一杯の状況であった。 
 他の市町村においても、被災地における復興計画の策定において、10m以上の防潮堤の高さが案
としているところが少なからずあり、論議や住民の反発をまねいている。陸前高田市においては、 
 8 月22日から 9 月 2 日にかけて被災した全世帯3,842世帯に、今後の居住の意向について調査をし
ており、その結果、「被災前と同じ場所」が14.3％、「市内の高台等」が53.0％、「市外」が4.0％、
「未定・わからない」が17.4％、その他「1.0％」、「無回答」が10.3％となっている。｢未定・わから
ない｣と「無回答」を除くと 7 割以上の被災世帯が、市内の高台移転を希望している結果となって
いる。我々のプロジェクトも仮設住宅団地の自治会長など多くの被災者から、高台移転について多
くの希望する声を聴いている。 
  
図１ 陸前高田市の災害復興計画における複合市街地等の再生断面イメージ図 
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 市は、このような防潮堤の高さや土地のかさ上げの案を決定するに至った今後の津波や地震を想
定したシミュレーション結果を広く市民に示すべきである。それは、今後の復興にあたっての市民
の生命と財産に関わる基本的な要件であり、この点について市民の納得を得るプロセスが復興にあ
たって欠くことのできない前提条件となるからである。 
 日本弁護士連合会は、10月18日付けで、「東日本大震災における復興に関する提言」を公表して
いる。本提言では、阪神・淡路大震災では、神戸市が震災からわずかな期間で都市計画決定を行っ
たために被災地住民と対立して混乱が起きたことから、神戸市は都市計画決定に二段階方式を採用
し、住民の団体である「まちづくり協議会」への助成や専門家派遣制度によって住民意思の復興計
画への反映を図ったことを教訓として、東日本大震災の復興について、被災地域の市町村東日本大
震災の復興計画の決定については、いわゆる二段階方式を採用し、平成23年度の復興計画の決定を
第一段階と位置付け、第二段階の復興計画の決定においては住民の意思を十分反映すべきであると
し、被災地域の市町村は、被災地住民の復興に関するニーズを十分に集約し、「まちづくり協議
会」や専門家と連携して、住民のニーズを集約して、これに適合した独自の復興事業を行うべきで
あり、国はその財源となる復興基金等の費用を拠出するべきであるなどと提言している。 
 筆者も、この提言の趣旨に賛同するものであり、特に本提言の理由として、「被災者は復興計画
についての専門知識がない上に、応急仮設住宅等の住居や収入の確保等目前の課題に対応すること
で精一杯であり、復興計画まで検討する余裕は十分にない」として、計画策定から都市計画決定ま
での期間が短期間で、十分な住民意思の反映を期待することは困難であるとしており、現地の状況
からも首肯する点である。 
 陸前高田市においては、災害復興計画が12月21日に市議会で可決されている。この復興計画が、
陸前高田市民の復興に向けた目標となり、生活再建に向けた道標となるかが問われている。市は、
各地区の出身者である市の幹部職員を地区の担当者として配置し、住民の意向等を聴き取り、今後
の事業の実施に反映させる体制を取っている。このような取り組みを含め、被災した各地区に被災
住民の意見や要望をていねいにくみ取る専門家の派遣制度の活用が求められる。 
 政府は、今回の東日本大震災の被災地の復興にあたって、地域の創意工夫を活かした復興を推進
するため、規制・手続き等の特例措置、税・財政・金融上の支援措置をワンストップで講じる復興
特区制度を創設するために、復興特別区域法案を国会に上程し、可決されている。この制度は、震
災財特法上の特定被災区域等の地方公共団体が、復興特別区域としての計画を作成し、地方公共団
体からの新たな支援措置の提案など復興の円滑な推進を図るための場として、国と地方の協議会を
設置することとしている。また、被災地の復興地域づくりに必要な事業を、地域が主体となって実
施できるよう、ハード事業の幅広い一括化、自由度の高い資金の交付、地方負担の軽減等を内容と
被災住民のエンパワメント形成支援による地域再生の可能性と課題 
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する東日本大震災復興交付金を創設した。この復興交付金は、道路整備、土地区画、防災集団移転
促進事業など5省40事業からなる基幹事業と、使途の自由度の高い資金によりハード・ソフト事業
のニーズに対応する効果促進事業から成っている。 
 復興元年と称される2012年、復興財源に基づく被災自治体における具体的な復興事業計画が策定
され、政府との具体的な予算配分や復興事業について協議が開始される。 
 その一方、福島県、宮城県、岩手県の被災地では、放射性物質の除染やがれきの処分等一向に復
旧の具体的なプロセスが見えない状況が続いている。また、津波の被害にあった事業所や工場など
の復興が進まず、生活のための安定的な収入を得る雇用の目途がない被災者が相当多く存在してい
る。2012年は、このような被災地の復興と地域再生、被災住民の生活再建の途上に立ちはだかる厳
しい現状と課題が浮き彫りにされると考えられる。 
 政府や自治体には、それらの被災者が置かれた厳しい現実を適切に把握し、被災者や地域のニー
ズに対応する大胆な規制緩和や支援策を打ち出し、応えていくことが切実に求められている。また、
高齢者や障がい者など自力で自宅や生活の再建が困難な社会的に弱い立場の人々の声をくみ取り、
これまでの集落などの社会関係を維持できる復興公営住宅の建設や生活支援サービスのあり方など
地域の特性に応じたきめ細かい配慮をしていくべきである。この点では、社会福祉協議会に配置さ
れた生活支援相談員による個々の被災者の支援や仮設住宅のコミュニティづくりへの支援の充実も
求められる点である。孤立化や生活不活発病の防止、自力で買い物や行政への手続き、通院などの
手段を得ることができない独居高齢者や障害者などの被災住民向けの生活支援サービスを開発して
いくコミュニティを基盤としたソーシャルワーク機能の充実が求められよう。 
 本プロジェクトの試みは、東日本大震災において被災した地域の再生から見たらほんの小さな取
り組みではある。本プロジェクトの意義として、阪神・淡路大震災等では見られなかった都市計
画・建築、地域福祉、社会学、臨床心理、公共政策などの研究者や実務家などによるそれぞれの専
門知識や技術を活かした相補的、包括的な地域再生支援の取り組みがなされていることである。今
後とも、相互に補完しながら、被災住民のエンパワメントの形成支援を基本的な視点として、地域
再生を図るモデル的な取り組みに寄与できれば幸いである。 
 
（注） 
・本稿は、Ⅰ、Ⅳ、Ⅴを宮城が分担執筆し、Ⅱ、Ⅲを大島が分担執筆している。 
・本稿における倫理的な配慮として、法政大学サステイナビリティ研究教育機構倫理規定を遵守し、
アンケート調査においては、調査対象者の承諾を得た方のみに回答を依頼するとともに、集計、
分析においては統計的な処理のみを行っている。インタビュー調査においては、調査対象者の承
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諾を得た方のみに行っており、後日、報告書を送付している。 
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